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証券コード 1881
平成29年６月７日

　
株 主 各 位
　

東京都中央区八重洲一丁目2番16号

　

代表取締役社長 岩 田 裕 美
　

第116回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第116回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知申し上げ
ます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の
株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６
月22日（木曜日）の営業終了時刻（午後６時20分）までに到着するようにご返送くださいますようお願い申し
上げます。

敬 具
記

１. 日 時 平成29年６月23日（金曜日）午前10時
（受付開始時刻は、午前９時を予定しております。）

２．場 所 東京都中央区八重洲一丁目2番16号 ＴＧビル別館６Ｆ ホール６Ａ
（末尾の〈会場のご案内〉をご参照ください。）

３. 目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第116期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業報告の内容、連結計算

書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第116期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役10名選任の件
第３号議案 監査役4名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
1.当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上
げます。
2.連結計算書類のうち連結注記表および計算書類のうち個別注記表につきましては、法令および当社定款第18
条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.nippo-c.co.jp/）に掲載しており
ますので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりませんが、本招集ご通知の添付書類と同じく監査報告を
作成するに際し、監査役および会計監査人が監査しております。
3.事業報告、連結計算書類、計算書類および株主総会参考書類に修正が生じた場合は、修正後の事項を同ウェブ
サイトに掲載させていただきます。
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（添付書類）
事 業 報 告
（平成
平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

　
１．企業集団の現況に関する事項

　一連の独占禁止法違反事件につきまして、株主の皆様、お取引先をはじめ関係各位に多大なるご迷惑と
ご心配をお掛けしておりますことを深くお詫び申し上げます。
　当社としましては、かかる事態を厳粛に受け止め、再発防止に向けてコンプライアンスの一層の強化、
徹底を図り、皆様からの信頼回復に全力を挙げて努めてまいる所存であります。

（1）事業の概況
　 ① 事業の経過および成果

　当連結会計年度（以下「当期」といいます。）におけるわが国経済は、政府による各種政策の効果等に
より、景気は緩やかな回復基調が続きましたが、海外景気の下振れが景気を下押しするリスクとなってお
り、先行きは不透明な状況にありました。
　建設業界におきましては、設備投資は持ち直しの動きが見られ、公共投資も底堅く推移したものの、労
務需給や原材料価格等の動向に注意を要するなど、引き続き厳しい経営環境が続きました。
　このような環境の中、当社および当社連結子会社（以下「当社グループ」といいます。）は、各社が有
する技術の優位性を活かした受注活動やアスファルト合材などの製品販売の強化に努めてまいりました。

　
　当期における当社グループの連結業績は次のとおりです。
　
　受注高は、4,101億35百万円と前期に比べ3.4％の減少、売上高は、3,936億14百万円と前期に比べて
3.4％の減少となりました。
　利益につきましては、経常利益は457億99百万円と前期に比べて8.8％の増加、また、親会社株主に帰
属する当期純利益は285億18百万円と前期に比べて8.7％の増加となりました。
　
　当社グループの主要事業の概況は以下のとおりです。

　 ＜建設事業＞
　受注工事高は、3,174億98百万円と前期に比べて2.8％の減少、完成工事高は3,007億3百万円と前期に
比べて2.1％の減少となりました。
（舗装土木事業）
　受注工事高は、2,412億17百万円と前期に比べて5.8％の減少、完成工事高は2,358億83百万円と前
期に比べて3.4％の増加となりました。
（建築事業）
　受注工事高は、762億81百万円と前期に比べて8.3％の増加、完成工事高は648億19百万円と前期に
比べて17.9％の減少となりました。

事業報告書 2017年05月25日 21時32分 $FOLDER; 3ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



3

　また、主な当期中の完成工事および当期末における未成工事は、次のとおりです。
　
主要完成工事
　

発 注 者 工 事 名 工 事 場 所

国土交通省 北海道開発局 新千歳空港 Ａ滑走路南側舗装老朽化対策工事 北 海 道

首 都 高 速 道 路 株 式 会 社 （修）舗装改修工事１－２０１ 東 京 都

ＪＸエネルギー株式会社 横浜綱島水素ステーション設置工事(設計・施工) 神 奈 川 県

神奈川県内広域水道企業団 小雀調整池耐震補強工事 神 奈 川 県

国土交通省 北陸地方整備局 国道２８９号５号橋梁下部工事 新 潟 県

大 阪 府 主要地方道 伏見柳谷高槻線 高槻東道路 （成合工区） 道
路改良工事その１ 大 阪 府

国土交通省 四国地方整備局 高松空港滑走路改良工事 香 川 県

西日本高速道路株式会社 中国支社 広島呉道路 仁保ＩＣ～呉ＩＣ間舗装補修工事 広 島 県

西日本高速道路株式会社 九州支社 九州自動車道 久留米高速道路事務所管内舗装補修工事 福岡県・佐賀県・大分県

国土交通省 九州地方整備局 長崎空港誘導路(P2)改良工事 長 崎 県
　
主要未成工事
　

発 注 者 工 事 名 工 事 場 所

ＪＸエネルギー株式会社 ＤＤセルフ築館インター店 新設工事(土建工事他) 宮 城 県

東京電設サービス株式会社 いわき太陽光発電所建設工事（その１） 福 島 県

首 都 高 速 道 路 株 式 会 社 （修） 上部工補強工事 （鋼床版） ３－２０２ 神 奈 川 県

中日本高速道路株式会社 金沢支社 北陸自動車道 富山管内舗装補修工事 （平成２７年度） 富山県・岐阜県

国土交通省 中部地方整備局 平成２８年度 三遠南信龍江上城舗装工事 長 野 県

国土交通省 近畿地方整備局 国道２５号名阪国道他舗装修繕他工事 奈 良 県

西日本高速道路株式会社 関西支社 新名神高速道路 神戸舗装工事 兵 庫 県

阪 神 高 速 道 路 株 式 会 社 舗装補修工事（２７－６－湾岸） 兵 庫 県

西日本高速道路株式会社 四国支社 高松自動車道 引田ＩＣ～三島川之江ＩＣ間舗装補修工事 香川県・愛媛県・徳島県

西日本高速道路株式会社 中国支社 山陽自動車道 備前ＩＣ～笠岡ＩＣ間舗装補修工事 岡 山 県
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　 ＜製造・販売事業＞
　アスファルト合材およびその他の製品販売の売上高は、601億51百万円となり、前期に比べて8.1％の
減少となりました。

　
　 ＜開発事業およびその他の事業＞

　開発事業およびその他の事業（主に建設コンサルタント事業）の売上高は、それぞれ212億14百万円、
115億46百万円となり、前期に比べてそれぞれ4.3％の減少、8.9％の減少となりました。
なお、開発事業におきましては、当社および神鋼不動産株式会社（神戸市中央区）が販売を計画する

ル・サンク小石川後楽園事業につきまして、この事業の計画建物に関する建築確認処分が東京都建築審査
会の裁決により取り消されたため、これを不服とし、東京都を被告として、平成28年5月10日に、建築確
認処分を取り消した裁決の取消請求訴訟を東京地方裁判所に提起しました。この訴訟は、平成29年3月31
日現在、継続中です。

　 ② 設備投資の状況
　当期中に実施した設備投資の総額は193億円であり、主なものは次のとおりであります。なお、所要資
金は、自己資金の一部を充当いたしました。

　 ・製品製造設備用地の取得
　 ・製品製造設備の新設および更新
　 ・事業用建物等の新設および更新
　 ・施工機械等の増強および更新
　
　 ③ 資金調達の状況
　 特に記載すべき事項はありません。
　
　 ④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

該当事項はありません。
　
　 ⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
　 該当事項はありません。
　
⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況

　 該当事項はありません。
　
　 ⑦ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　 該当事項はありません。
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（2）財産および損益の状況
　

区 分 第113期
平成25年度

第114期
平成26年度

第115期
平成27年度

当 期
平成28年度

受 注 高（百万円） 419,016 404,921 424,748 410,135

売 上 高（百万円） 431,638 396,948 407,433 393,614

経 常 利 益（百万円） 36,048 36,604 42,113 45,799

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 21,786 22,437 26,224 28,518

１株当たり当期純利益 （円） 182.89 188.37 220.18 239.46

総 資 産（百万円） 440,464 469,454 472,492 496,182

純 資 産（百万円） 223,010 250,913 267,638 294,944

１ 株 当 た り 純 資 産 （円） 1,838.14 2,069.43 2,201.99 2,422.42
　
（3）重要な親会社および子会社の状況
　 ① 親会社との関係

当社の親会社は、ＪＸホールディングス株式会社で、同社は、当社の株式を67,890千株（議決権比率
57.17％）所有しております。

　
　 ② 重要な子会社の状況
　

名 称 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容
百万円 ％

大 日 本 土 木 株 式 会 社 2,000 78.5 土木・建築工事の請負

長谷川体育施設株式会社 100 81.3 スポーツ施設工事等の請負

日 鋪 建 設 株 式 会 社 50 100.0 土木・建築工事の請負
　
　 ③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

　該当事項はありません。
　
（4）独占禁止法違反事件について
　当社は、前期までに、東日本高速道路株式会社東北支社および関東支社が発注する東日本大震災に係る舗
装災害復旧工事の入札に関し、独占禁止法違反の疑いで公正取引委員会の立入検査を受け、このうち、東北
支社発注工事に関しては、同法違反の容疑により、当社および当社関係者が東京地方検察庁から起訴されま
した。
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　当期におけるこれらの事件のその後の経過に関しては、東北支社の事件については、平成28年9月に公正
取引委員会から排除措置命令および課徴金納付命令を受けるとともに、刑事罰として罰金刑および当社関係
者に対する懲役刑(執行猶予付き)が確定しており、関東支社の事件についても、同月に公正取引委員会から
排除措置命令を受けております。また、これら一連の違反行為に関連し、当社は、国土交通省から建設業法
に基づく営業停止処分を受け、平成28年12月2日から平成29年2月14日までの75日間、全国における舗装
工事業に関する営業のうち、公共工事に係るものについて営業を停止いたしました。
　当社といたしましては、このような事態を深刻に受け止めて深く反省するとともに、独占禁止法違反行為
を再び繰り返すことのないよう、平成28年3月30日、次の事項を柱とする再発防止策の実行を決定・公表
し、当期中、これに基づく諸施策を順次進めてまいりました。
　 ・コンプライアンス体制の改革
　・適正な受注活動を確保するための施策
　・組織・人事的対応

　そのような中、平成28年8月に東京都、東京港埠頭株式会社もしくは成田国際空港株式会社が発注する舗
装工事または国土交通省が発注する東京国際空港に係る舗装工事に関し、平成28年9月には神戸市およびそ
の周辺地域におけるアスファルト合材の販売価格引き上げに関し、また、平成29年2月には全国におけるア
スファルト合材の販売価格引き上げに関し、いずれについても独占禁止法違反の疑いで、公正取引委員会に
よる立入検査を受け、現在も調査が継続しております。

　
（5）対処すべき課題
　今後のわが国経済は、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が期
待されますが、世界経済の不確実性や、金融資本市場の変動の影響に留意する必要があり、景気を下押しす
るリスクとして懸念されています。
　建設業界におきましては、企業収益改善による民間設備投資の増加が期待され、公共投資の先行きも補正
予算による押し上げ効果が見込まれておりますが、企業間の熾烈な受注競争のもと、業界を取り巻く経営環
境は、引き続き厳しい状況が予想されます。
　このような環境の中、当社グループは、技術と経営に優れた企業集団として技術力の向上、営業力の強
化、原材料価格への適切な対応に努めるほか、生産性の向上とコスト削減を確実に進め、競争力の強化に取
り組んでまいります。そして、舗装工事、土木工事、製品販売における収益基盤の一層の確立を進めるとと
もに、建築、開発、海外事業等の事業収益の安定化に努めてまいります。
　また、昨年8月以降に公正取引委員会による立入検査が行われた一連の独占禁止法違反事件に関しまして
は、継続中の調査に引き続き全面的に協力していくとともに、深い反省と違法行為は二度と繰り返さないと
の強い決意の下、独占禁止法をはじめとする各法令遵守のため、今後とも引き続き、再発防止策を着実に実
行し、全社一丸となって信頼の回復に努めてまいる所存です。
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（6）主要な事業内容（平成29年３月31日現在）
　当社グループは建設業法に基づく国土交通大臣許可を受けた建設業、およびこれに関連する事業を行って
います。
　その主な事業内容は、次のとおりです。
① 道路工事、舗装工事、水道施設工事、浚渫工事、その他土木工事および建築工事の請負およびこれに関
する企画、調査、設計および監理並びにこれらのコンサルタント業務

② 建設機械器具および建設工事材料製造施設の設計、製作、販売および賃貸並びにこれらのコンサルタン
ト業務

③ 不動産の開発、利用、売買、賃貸、仲介および管理並びに観光、スポーツ、遊戯、飲食等の各施設の経
営および賃貸並びにこれらに関する企画、調査、およびコンサルタント業務

④ 砂利、砂、土石、スラグ、その他各種工事材料等の採取、製造、加工および売買並びにこれらのコンサ
ルタント業務

⑤ 石油・石炭・ガス・化学プラントの企画、設計、建設および監理ならびに熱・電気併給設備等の企画、
設計開発、建設および販売

⑥ 土地の環境影響の調査計画立案、調査・分析、コンサルタント並びに浄化工事に関する検査および請負
業務

⑦ 産業廃棄物の処理および製品の売買
⑧ 自動車の販売および賃貸
⑨ 公共施設並びにこれらに準ずる施設の企画、建設、保有、維持管理および運営
⑩ 有料道路の保有、経営、管理、維持

　
（7）主要な営業所および工場（平成29年３月31日現在）
　 ① 当社の主要な営業所
　 本社 東京都中央区八重洲一丁目2番16号

支店 北海道支店 （札幌市豊平区） 東北支店 （仙台市青葉区）
関東第一支店（東京都新宿区） 関東第二支店（東京都品川区）
北信越支店 （新潟市中央区） 中部支店 （名古屋市中区）
関西支店 （大阪市中央区） 四国支店 （高松市）
中国支店 （広島市南区） 九州支店 （福岡市中央区）
関東建築支店（東京都品川区）

　 ② 当社の主要な工場および施設
　 合材工場 （戸田市、さいたま市西区、横浜市磯子区）
　 総合技術センター・技術研究所（さいたま市西区）
　 ③ 主要な子会社の事業所

大日本土木株式会社 （岐阜市）
長谷川体育施設株式会社（東京都世田谷区）
日鋪建設株式会社 （東京都世田谷区）
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（8）使用人の状況（平成29年３月31日現在）
　 ① 企業集団の使用人の状況
　

区 分 使 用 人 数

舗 装 土 木 事 業 2,933名（ 　927名）

建 築 事 業 466名（ 109名）

製 造 ・ 販 売 事 業 719名（ 492名）

開 発 事 業 41名（ －名）

そ の 他 の 事 業 141名（ 12名）

全 社 （共 通） 358名（ 495名）

合 計 4,658名（ 2,035名）
　

（注） 使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載していま
す。

　
　 ② 当社の使用人の状況
　

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,525（1,584）名 △123（△311）名 43歳４ヶ月 17年10ヶ月
　

（注） 使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載していま
す。

　
（9）主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）
　 特に記載すべき事項はありません。
　
（10）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　 特に記載すべき事項はありません。
　 なお、子会社の状況に関しましては、「第116回定時株主総会招集ご通知に関してのインターネット開示
事項 連結注記表 個別注記表（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）」において、「連結注記
表 １．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等」に記載しております。
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２．会社の現況
（1）株式の状況（平成29年３月31日現在）
① 発行可能株式総数 240,000,000株
② 発行済株式の総数 119,401,836株
③ 株主数 4,043名

　 ④ 大株主（上位10名）
　

株 主 名
当 社 へ の 出 資 状 況

持 株 数 持 株 比 率

ＪＸホールディングス株式会社 67,890千株 57.00％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 6,368 5.34
NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE SILCHESTER
INTERNATIONAL INVESTORS INTERNATIONAL VALUE
EQUITY TRUST

4,502 3.78

ノーザン トラスト カンパニー エイブイエフシー リ ユーエス タックス エグゼンプテド ペンション ファンズ 2,726 2.28

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,461 2.06

ノーザン トラスト カンパニー（エイブイエフシー）アカウント ノン トリーテイー 1,602 1.34
ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー
５０５００１ 1,510 1.26

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 1,154 0.96

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 957 0.80
ザ バンク オブ ニユーヨーク トリーテイー ジャスデツク
アカウント 945 0.79

　

（注） 持株比率は自己株式（306,789株）を控除して計算しています。
　
（2）新株予約権等の状況
　 該当事項はありません。
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（3）会社役員の状況
　 ① 取締役および監査役の状況（平成29年３月31日現在）
　

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役会長 水 島 和 紀

代表取締役社長 岩 田 裕 美 執行役員社長

代 表 取 締 役 髙 橋 章 次 執行役員副社長 営業第二本部長 ＰＦＩ推進部 管掌

代 表 取 締 役 吉 川 芳 和 常務執行役員 技術本部長、建築事業本部長、開発事業本部長、
環境安全・品質保証部、海外支店 管掌

取 締 役 馬 場 義 雄 常務執行役員 舗装事業本部長、購買室 管掌
取 締 役 宮 崎 匡 弘 常務執行役員 営業第一本部長
取 締 役 橋 本 祐 司 常務執行役員 企画部、人事部、総務部、経理部、内部統制部 管掌

取 締 役 木 村 康 ＪＸホールディングス株式会社 代表取締役会長
一般社団法人日本経済団体連合会 副会長

取 締 役 木 村 孟
常 勤 監 査 役 傍 田 明 夫
常 勤 監 査 役 吉 田 泰 麿
常 勤 監 査 役 吉 村 泰次郎
監 査 役 石 田 祐 幸

　

（注）１．当期中の取締役および監査役の異動は、以下のとおりです。
（昇任）
代表取締役 髙 橋 章 次（平成28年６月24日就任）
代表取締役 吉 川 芳 和（平成28年６月24日就任）

（退任）
代表取締役 山縣 由起夫（平成28年６月24日任期満了により退任）
代表取締役 横 山 茂（平成28年６月24日任期満了により退任）
取締役 石 川 公 一（平成28年６月24日任期満了により退任）
取締役 寺 分 純 一（平成28年６月24日任期満了により退任）
監査役 関 俊 朗（平成28年６月24日辞任により退任）

（新任）
取締役 馬 場 義 雄（平成28年６月24日就任）
取締役 宮 崎 匡 弘（平成28年６月24日就任）
取締役 橋 本 祐 司（平成28年６月24日就任）
常勤監査役 吉村 泰次郎（平成28年６月24日就任）
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２．取締役木村孟氏は、法令に定める社外取締役です。
３．常勤監査役吉田泰麿氏および監査役石田祐幸氏は、法令に定める社外監査役です。
４．取締役木村孟氏および監査役石田祐幸氏は、東京証券取引所、札幌証券取引所の各規則に定める独
立役員として、各取引所に届け出ています。

５．取締役木村孟氏は、土木工学、土質工学を専門とし、東京工業大学において長く教育・研究に携わ
り、また、同大学の学長を務めるなど、高度の専門知識と大学経営における豊富な経験を有してい
ることから、当社経営に対して指導・助言を行い、客観的かつ公平な立場で経営の監督を行うため
の相当程度の知見を有しています。

６．常勤監査役傍田明夫氏は、当社の経理部長、内部統制部長を経験し、常勤監査役吉村泰次郎氏は、
当社の経理部長を経験し、常勤監査役吉田泰麿氏は、日本石油株式会社（当時）入社以来経理部門
および内部統制部門を担当しており、各氏とも財務および会計に関する相当程度の知見を有してい
ます。
また、監査役石田祐幸氏は、参議院総務および財政金融委員会の調査室長を経験し、豊富な専門知
識と経験を活かし、客観的かつ公正な立場で取締役の職務の執行を監査するための相当程度の知見
を有しています。

　
　 ② 責任限定契約の概要

　取締役木村康氏および木村孟氏、常勤監査役傍田明夫氏、吉田泰麿氏、吉村泰次郎氏、監査役石田祐
幸氏は当社との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任について、法令に定める最低限度額を限
度とする責任限定契約を締結しております。
　

　 ③ 取締役および監査役の報酬等の総額
　

区 分 支 給 人 員 支 給 額
取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

13名
（１）

343百万円
（９）

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

５
（２）

76
（30）

合 計 18 420
　

（注）１．上記には、当期中に退任した取締役４名、監査役１名に対する支給額を含んでいます。
２．取締役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第105回定時株主総会において年額550百万円以
内と決議いただいています。

３．監査役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第105回定時株主総会において年額120百万円以
内と決議いただいています。

４．支給額には、平成29年６月23日に支給予定の当該事業年度に係る役員賞与が含まれています。
　取締役 ８名 80百万円（うち社外取締役－名－百万円）
　監査役 ４名 16百万円（うち社外監査役２名６百万円）
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　 ④ 社外役員に関する事項
a.社外取締役の取締役会への出席の状況
・取締役木村孟氏は、当期に開催された13回の取締役会について、10回出席しました。
b.社外取締役のその他の活動状況
・取締役木村孟氏は、取締役会付議事項およびその他の稟議事項のすべてにおいて、事前に企画部長か
ら説明を受け、中長期的な企業価値の向上の観点から、経営の方針や具体的な事案について、担当役
員へ意見を述べました。

・当社における一連の独占禁止法違反事件につきまして、同氏は平成27年６月の取締役就任時まで当該
事実を認識しておりませんでしたが、就任後は法令遵守の視点に立った提言を行い、当該事実の徹底
した調査および再発防止を指示するなど、その職責を果たしております。

c.社外監査役の取締役会および監査役会への出席の状況
・常勤監査役吉田泰麿氏および監査役石田祐幸氏は、当期に開催された13回の取締役会、および32回
の監査役会について、すべてに出席しました。

d.社外監査役の取締役会および監査役会における発言の状況
・社外監査役の両氏は、取締役会において、会社業務の適正を確保するため、客観的かつ公正な立場か
ら内部統制システムの整備・運用、その他経営全般に係わる諸問題について、必要に応じ質問を行
い、意見を述べました。
・社外監査役の両氏は、監査役会において、取締役および使用人の職務の執行状況等について、必要に
応じ質問を行い、意見を述べました。

e.社外監査役のその他の活動状況
・社外監査役を含む監査役は、定期的に、代表取締役との間で当社の中長期的な経営方針ならびにその
他の経営全般に係わる諸問題について意見交換を行い、なお一層の健全な経営に向けて活動しまし
た。
・当社における一連の独占禁止法違反事件につきまして、社外監査役の両氏は違反行為が判明するまで
当該事実を認識しておりませんでしたが、日頃から取締役会等において法令遵守の視点に立った提言
を行っております。違反行為の判明後は、当該事実の徹底した調査および再発防止に向けた取り組み
の提言を行うなど、その職責を果たしております。
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（4）会計監査人の状況
　 ① 名称 新日本有限責任監査法人
　
　 ② 報酬等の額
　

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 89百万円
当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合
計額 98百万円

　

（注）１．会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由
監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえて、監
査項目別・階層別監査時間の計画と実績および報酬額の推移、ならびに会計監査人の職務の遂行状
況を確認し、当事業年度の監査計画および報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等に
ついて会社法第399条第1項の同意を行っております。

２．会計監査人監査の対象となる当社の子会社につきましても新日本有限責任監査法人が会計監査人と
なっています。

３．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当期に係る報酬等の
額にはこれらの合計額を記載しています。

　 ③ 非監査業務の内容
　当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）である「財
務報告に係る内部統制支援業務」を委託しています。

　 ④ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会社法第３４０条第１項各号に定める項目のいずれかに該当すると認められる場合には、
監査役全員の同意により、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任
後に招集される株主総会において、解任した旨およびその理由を報告いたします。また、監査役会は、会
計監査人の職務執行状況、監査体制、会計監査人としての独立性および専門性などの点において再任が不
適当と判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定い
たします。
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　 ⑤ 会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分
　金融庁が平成27年12月22日付で発表した懲戒処分等の概要
a.処分対象者
・新日本有限責任監査法人

b.処分の内容
・契約の新規の締結に関する業務の停止 ３月
（平成28年１月１日から同年３月31日まで）

・業務改善命令（業務管理体制の改善）
※併せて、同日、約21億円の課徴金納付命令に係る審判手続開始を決定
（平成28年１月22日付で21億1,100万円の課徴金納付命令を決定）

c.処分理由
・新日本有限責任監査法人は、株式会社東芝の平成22年３月期、平成24年３月期および平成25年３月
期における財務書類の監査において、７名の公認会計士が、相当の注意を怠り、重大な虚偽のある財
務書類を重大な虚偽のないものとして証明した。

・当監査法人の運営が著しく不当と認められた。
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（5）業務の適正を確保するための体制
　＜業務の適正を確保するための体制に関する基本的な考え方およびその整備状況＞
　当社の会社法第362条第4項第6号に規定する体制（内部統制システム）および反社会的勢力排除に向けた体
制の整備についての決議の内容は、次の通りです。
　毎年度取締役会による内部統制の整備・運用状況に関する自己評価を実施し、継続的に改善を図っておりま
す。
　 (平成27年5月21日取締役会決議)
１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況
　当社は、次の企業理念と行動指針を定め、全ての役員および従業員は、この企業理念に基づいて日常の業務
を遂行する。

＜企業理念＞ ＜行動指針＞
　わたしたちは 信頼を築く
　確かなものづくりを通して 技を磨き、伝える
　豊かな社会の実現に貢献します 夢をいだき、挑戦する

　
　当社は、この企業理念、行動指針とともに企業行動規範を制定し、社会的責任を確実に果たすためＮＩＰＰ
Ｏ・ＣＳＲ委員会を設置し、当社グループの持続的な企業価値の向上を目指す。併せて、ＣＳＲ経営を確実に
遂行するために、業務の適正を確保する体制の整備を進め、次に記載のとおり内部統制システムを構築する。

（１）当社の取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
ア．取締役は、法令、定款、当社の企業理念および行動指針を遵守し、企業行動規範およびコンプライアン
スに関する規程に基づき、職務を執行する。必要に応じ、コンプライアンス体制にかかる規程を整備す
る。
イ．ＣＳＲ第一委員会は、当社のコンプライアンス活動について、ＮＩＰＰＯ・ＣＳＲ委員会を通じて社長
へ定期的に報告し、社長はその諮問に基づき、常に法令遵守の徹底を推進する。
ウ．取締役会については、招集等の手続きならびに決議事項および報告事項の付議基準を定めた「取締役会
規則」により、その適正な運営および審議の充実を図る。
エ．監査役は、常に取締役会に出席し、取締役の職務執行を監査するほか、適宜、取締役および関係者から
報告を受け、決裁書類等の検証を行う。
オ．財務報告の適法性と適正性を確保するための内部統制の仕組みを整える。
カ．「内部者取引の未然防止等に関する規程」を整備し、重要事実に関する情報の管理および株式等の売買
その他取引について遵守すべき事項を定め、内部者取引の未然防止に万全を期する。
キ．企業倫理ヘルプラインの設置により、コンプライアンス上の問題点を発見した者が、速やかに通報や相
談ができる体制を整える。

（２）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
ア．取締役の職務の執行に係る情報は、文書取扱規程および規程類管理規程に基づき、文書または電磁的媒
体に記録し、保存する。
イ．取締役および監査役は、上記文書または電磁的媒体を常時閲覧できる。
ウ．取締役は、会社法等の法令および金融証券取引所の適時開示規則等に基づき、事業報告、計算書類およ
び連結計算書類ならびに有価証券報告書等を適正に作成するとともに、会社情報の適時適切な開示を行
い、ＩＲ活動に努める。
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（３）当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ア．損失の危険は、権限規程および関係諸規程の定めるところにより管理し、必要に応じてリスク管理に関
する規程を整備する。
イ．全社のリスク管理は、社長が統括する。
ウ．資産整備については資産整備計画を審査し、特に、大型の設備投資については、投資価値を厳密に検証
するとともに、予想されるリスクの識別・分析を適切に行い、投資規模に応じて取締役会・常務会の審
議・決議等を経て実施する。
エ．工事施工における確かなものづくりを推進するため、工事の施工および品質管理の徹底を図る。
オ．「非常災害対策規程」を制定し、地震等の非常時災害に備え、従業員等の安全確保と地域および得意先
に対する救援、復興活動による社会的責任を果たす。

（４）当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ア．執行役員制度を執ることにより、取締役は経営の迅速化、監督機能の強化など経営機能に専念し、業務
執行権限を執行役員に委譲して執行責任を明確にし、事業の推進と改善を迅速に進める。
また、本社機構に管掌役員制を執ることにより、多様化する経営課題に対して迅速かつ機動的な意思決定
を図る。
イ．取締役会は、経営の執行方針、法令で定められた事項やその他経営に関する重要事項を決定し、業務執
行状況を監督する。
ウ．執行役員等で構成される常務会を設置し、業務執行に関する個別経営課題を実務的な観点から協議す
る。

（５）当社の使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
ア．企業理念、行動指針、企業行動規範の制定により、企業活動の根本理念を明確にするとともに企業行動
のガイドラインとし、社長が繰り返しその精神を従業員に伝えることにより、法令遵守をあらゆる企業活
動の最優先とすることを徹底する。
イ．ＣＳＲ第一委員会は、定期的に遵法状況点検を実施し、日常的な職務が法令および定款に適合している
ことを確認する。
ウ．企業倫理ヘルプラインの設置により、コンプライアンス上の問題点を発見した者が、速やかに通報や相
談ができる体制を整える。
エ．環境安全・品質保証部は、内部統制の充実を図るため、内部監査を通じて業務の執行を監査し、監査結
果を社長ならびに監査役に報告する。
オ．従業員に対しては、さまざまな機会を利用してコンプライアンスの徹底に関する教育を行っており、今
後さらにコンプライアンスに基づく適正な業務運営と業績向上の課題達成を目的とした研修を実施する。
カ．「内部者取引の未然防止等に関する規程」を整備し、重要事実に関する情報の管理および株式等の売買
その他取引について遵守すべき事項を定め、内部者取引の未然防止に万全を期する。
キ．内部統制部は、財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制の規程類を整備し、適正な
運用に努めるとともに、それを評価するための体制を整える。
ク．内部統制部等の所管部は、必要に応じて外部専門家の協力を得て、不正行為の発生防止に向けた体制を
整備する。

（６）企業集団における業務の適正を確保するための体制
ア．親会社および当社のグループＣＳＲ組織の活動を通じて、企業集団におけるコンプライアンスをはじめ
とするＣＳＲ体制の確保を図る。
イ．社長をはじめとする当社の取締役および各子会社の社長は、当社が必要に応じて開催するトップミーテ
ィングにより、基本方針の伝達・確認と情報の共有化を図る。またグループ会社の経営計画の進捗状況お
よび重要課題等について意見交換を行い、グループとして企業価値の最大化を目指す。
ウ．子会社に対しては、当社の監査役および会計監査人が必要に応じて監査を実施する。
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エ．子会社業務を指導・管理する当社の部署は、子会社から報告を受けて、子会社の職務執行状況を監督す
る。
オ．必要に応じて、子会社ごとに内部統制責任者を選任し、当社の所管部と連携の上、事業の総括的な管理
を行う。
カ．企業集団内における企業倫理ヘルプラインの整備を進める。

（７）当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事
項、当該使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項、および当該使用人に対する指示の実効性の確
保に関する事項
ア．監査役は、兼任・専任または長期・短期等必要に応じ、その職務を補助すべき使用人を置くことを求め
ることができる。
イ．監査役補助者の人事異動・人事評価・懲戒処分について、監査役会は事前に意見を述べることができ、
その意見は尊重されるものとする。

（８）当社の監査役への報告に関する体制
ア．常務会決議事項、その他の経営上重要な事項および子会社の経営上重要な事項は、監査役会に報告すべ
き事項とし、重大な法令違反または不正行為の事実、もしくは会社に重大な損失を与える事実の発生ある
いはそのおそれがある場合は、速やかに報告する。

（９）当社の監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保
するための体制
ア．企業倫理ヘルプラインの取扱いに準じた規程を、子会社を含めて整備する。

（10）当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続き、その他当該職務の執行に
ついて生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
ア．当社は、監査役の職務の執行について生ずる費用を負担する。

（11）その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ア．監査役会は、社長との意見交換会を定期的に開催する。
イ．監査役は、必要に応じて、会社の費用負担により、公認会計士、弁護士等の外部専門家に相談すること
ができる。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

（１）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
健全な業務運営を維持するために、次のとおり企業行動規範等を整備して、反社会的勢力との一切の関係
を遮断する。

　（反社会的勢力の排除について）
　遵守事項
　 暴力団をはじめとする反社会的勢力と一切の関係を絶つための企業行動について、遵守事項を定める。
　ア．暴力団追放三ない運動の徹底
　 ・暴力団を恐れない。
　 ・暴力団に金を出さない。
　 ・暴力団を利用しない。
イ．不当要求への組織対応
反社会的勢力による不当要求に対しては、従業員の安全確保を含め、組織全体として対応する。

事業報告書 2017年05月25日 21時32分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

18

ウ．不当要求に対する拒絶
反社会的勢力による、下請参入強要、債務免除要求、貸付要求、利得示談介入行為等、一切の不当要求に
は、断固として応じない。
エ．反社会的勢力との取引禁止
反社会的勢力およびその関連団体とは、取引関係を含めて、一切の関係を禁止する。
万一、知らずに取引関係となった場合には、速やかにその取引を終了する。
オ．外部機関との連携
反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から、警察、弁護士等の外部専門機関との間に、緊密な連携
関係を築く。
カ．有事における民事と刑事の法的対応
反社会的勢力による不当要求に対しては、民事と刑事の両面から法的対応を行う。
キ．不当要求防止責任者の選任・届出
不当な要求による被害を防止するために必要な業務を統括管理する責任者を本社、支店、統括事業所毎に
選任し、公安委員会に届出する。必要に応じて各事業所でも選任し、届出する。

（２）反社会的勢力排除に向けた整備状況
　反社会的勢力からの不当要求に対応するため、不当要求防止責任者を選任し、同時に社内体制、対応マニ
ュアル等を整備する。

（３）反社会的勢力との関係遮断のための推進事項
ア．事業に係る契約の相手方が反社会的勢力でないことの確認に努め、もし相手方が反社会的勢力と判明し
た場合は、催告なく契約解除できるよう、契約を整備する。
イ．不動産の取引を行う場合は、その不動産が暴力団事務所として利用されることがないよう、契約の整備
に努める。
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（6）業務の適正を確保するための体制の運用状況
　＜業務の適正を確保するための体制に関する基本的な考え方に基づく運用状況＞
① 当社の取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　 当社の企業理念、行動指針は、全従業員に周知され、コンプライアンス活動状況は、社長を委員長と
するＮＩＰＰＯ・ＣＳＲ委員会へ定期的に報告されています。また、社長は常にＣＳＲおよびコンプラ
イアンス徹底を呼びかけるメッセージの発信を行っています。

　
② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　 取締役の職務執行に係わる文書は社内規程に従い、管理・記録・保存されており、取締役と監査役
は、その全てを常時閲覧できます。また、会社は必要な情報を必要な手段を用いて適時開示していま
す。

　
③ 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　 責任と権限の明確化を図るため、権限規程、個別リスク管理に関する規程を制定し運用するほか、随
時見直しを行っています。また、確立した品質管理体制のもと工事を進めるとともに、非常災害時の事
業継続計画も策定し、整備しています。

　
④ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　 執行役員制度の導入により、取締役の監督機能、執行役員の執行責任の明確化を図り、事業の推進と
改善に努めております。また、取締役会は業務執行状況の定期的な報告を受け、これを監督しておりま
す。

　
⑤ 当社の使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　 当社は、法令遵守のための具体的手順や手続を定めた規程類、マニュアル等を定めるほか、使用人に
対し、その階層に応じて必要なコンプライアンスの社内教育を行い、法令および定款を遵守するための
取組みを継続的に行っております。
　とりわけ、当期においては、一連の独占禁止法違反事件を受け、違法行為の再発防止のため、独占禁
止法遵守のための基本方針、社内体制、競争事業者との接触を原則禁止すること等を定めた基本規程を
制定するとともに、全国の営業担当者を対象とした独占禁止法研修、現業事業所における法令遵守状況
のモニタリング（面談調査）を実施しています。

　
⑥ 企業集団における業務の適正を確保するための体制
　 当社は、親会社、子会社と定期的な会合を通して、グループ全体としてのコンプライアンス体制の確
保を行い、情報の共有に努めています。子会社に対しては必要な監査の実施および所管部の管理指導に
より、その状況の把握に努めています。
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⑦ 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事
項、当該使用人の当社の取締役からの独立性に関する事項、および当該使用人に対する指示の実効性の
確保に関する事項

　 監査役は、内部監査部門との連携および秘書室の支援を受け、監査業務に支障をきたしていないこと
から、監査役から補助者の要請は受けておりません。

　
⑧ 当社の監査役への報告に関する体制
　 常務会での審議については、開催前に必ず、監査役に対して審議事項の提出を行い、必要に応じて審
議案件の細部について説明しています。その他必要に応じあるいは求めに応じ、取締役はその使用人か
ら報告させるとともに、監査役監査計画に基づく往査等に協力しています。

　
⑨ 当社の監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保
するための体制

　 企業倫理ヘルプラインの取扱いに準じて運用しています。今後、同システムに関する規程の見直し等
も併せて検討していきます。

　
⑩ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続き、その他当該職務の執行につ
いて生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　 当社は職務の執行に必要な費用は全て負担しています。
　
⑪ その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　 監査役会と社長の意見交換会を実施しています。監査役が必要に応じて外部専門家に相談できるよう
にしています。

　
＜反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方に基づく運用状況＞
　 企業行動規範の「暴力団対策法に関する行動基準」において、不当要求への対応を含め、反社会的勢

力の排除に関して明確に定めています。また、本社総務部等の部署で、不当要求防止責任者を選任し、
外部専門機関との緊密な連絡体制を構築しています。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

（単位：百万円）
　

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 330,754 流 動 負 債 174,354
現 金 預 金 61,810 支 払 手 形 ・ 工 事 未 払 金 等 89,696
受取手形・完成工事未収入金等 133,661 電 子 記 録 債 務 31,732
電 子 記 録 債 権 5,914 短 期 借 入 金 1,450
リース債権及びリース投資資産 3,012 未 払 法 人 税 等 9,627
未 成 工 事 支 出 金 18,503 未 成 工 事 受 入 金 16,572
た な 卸 不 動 産 22,759 賞 与 引 当 金 3,818
そ の 他 た な 卸 資 産 2,293 完 成 工 事 補 償 引 当 金 393
短 期 貸 付 金 63,351 工 事 損 失 引 当 金 261
繰 延 税 金 資 産 3,666 独占禁止法関連損失引当金 1,970
そ の 他 16,259 そ の 他 18,830
貸 倒 引 当 金 △478 固 定 負 債 26,882

固 定 資 産 165,427 長 期 借 入 金 1,681
有 形 固 定 資 産 115,262 繰 延 税 金 負 債 6,848
建 物 及 び 構 築 物 27,291 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 86
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 13,422 退 職 給 付 に 係 る 負 債 9,471
工 具 器 具 及 び 備 品 870 資 産 除 去 債 務 1,391
土 地 62,973 そ の 他 7,404
リ ー ス 資 産 393 負 債 合 計 201,237
建 設 仮 勘 定 10,310 純 資 産 の 部

無 形 固 定 資 産 2,015 株 主 資 本 270,986
投 資 そ の 他 の 資 産 48,149 資 本 金 15,324
投 資 有 価 証 券 43,486 資 本 剰 余 金 15,967
長 期 貸 付 金 610 利 益 剰 余 金 239,928
繰 延 税 金 資 産 1,686 自 己 株 式 △234
そ の 他 3,231 その他の包括利益累計額 17,512
貸 倒 引 当 金 △865 その他有価証券評価差額金 18,328

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △0
退職給付に係る調整累計額 △815
非 支 配 株 主 持 分 6,446
純 資 産 合 計 294,944

資 産 合 計 496,182 負 債 純 資 産 合 計 496,182
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連 結 損 益 計 算 書
（平成
平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
　

科 目 金 額
売 上 高 393,614
売 上 原 価 325,355
売 上 総 利 益 68,259

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 24,137
営 業 利 益 44,121

営 業 外 収 益
受 取 利 息 118
受 取 配 当 金 1,022
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 371
不 動 産 賃 貸 収 入 120
デ リ バ テ ィ ブ 評 価 益 291
そ の 他 374 2,298

営 業 外 費 用
支 払 利 息 43
手 形 売 却 損 0
前 受 金 保 証 料 69
不 動 産 賃 貸 経 費 54
為 替 差 損 394
そ の 他 57 620
経 常 利 益 45,799

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 130
投 資 有 価 証 券 売 却 益 348 479

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 295
投 資 有 価 証 券 評 価 損 92
独 占 禁 止 法 関 連 損 失 引 当 金 繰 入 額 1,225
減 損 損 失 38
厚 生 年 金 基 金 解 散 損 失 815
そ の 他 2 2,469
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 43,809
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 13,738
法 人 税 等 調 整 額 447 14,186
当 期 純 利 益 29,623
非支配株主に帰 属 す る 当 期 純 利益 1,104
親会社株主に帰 属 す る 当 期 純 利益 28,518
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連結株主資本等変動計算書
（平成
平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
　

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 15,324 15,916 214,782 △221 245,802
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 　 　 △4,168 　 △4,168
親 会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 　 　 28,518 　 28,518

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 △12 △12
連 結 範 囲 の 変 動 　 　 795 　 795
そ の 他 　 51 　 　 51
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） 　 　 　 　 －

当 期 変 動 額 合 計 － 51 25,145 △12 25,183
当 期 末 残 高 15,324 15,967 239,928 △234 270,986
　

その他の包括利益累計額 非支配株主
持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰 延
ヘッジ損益

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 18,025 △2 △1,565 16,457 5,378 267,638
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 　 　 　 － 　 △4,168
親 会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 　 　 　 － 　 28,518

自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 － 　 △12
連 結 範 囲 の 変 動 　 　 　 － 　 795
そ の 他 　 　 　 － 　 51
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） 302 2 749 1,054 1,067 2,122

当 期 変 動 額 合 計 302 2 749 1,054 1,067 27,306
当 期 末 残 高 18,328 △0 △815 17,512 6,446 294,944
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貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

（単位：百万円）
　

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 222,698 流 動 負 債 111,876
現 金 預 金 21,753 支 払 手 形 10,769
受 取 手 形 9,400 工 事 未 払 金 27,110
完 成 工 事 未 収 入 金 58,138 買 掛 金 8,916
売 掛 金 20,521 電 子 記 録 債 務 22,949
電 子 記 録 債 権 4,907 リ ー ス 債 務 533
販 売 用 不 動 産 4,408 未 払 金 9,894
製 品 156 未 払 費 用 1,102
未 成 工 事 支 出 金 4,175 未 払 法 人 税 等 6,318
開 発 事 業 等 支 出 金 18,299 未 成 工 事 受 入 金 4,381
エ ク イ テ ィ 出 資 3,609 賞 与 引 当 金 2,966
材 料 貯 蔵 品 761 完 成 工 事 補 償 引 当 金 227
短 期 貸 付 金 59,946 工 事 損 失 引 当 金 141
未 収 入 金 3,154 独占禁止法関連損失引当金 1,970
有 償 支 給 未 収 入 金 4,629 そ の 他 14,594
繰 延 税 金 資 産 2,343 固 定 負 債 18,676
そ の 他 6,910 リ ー ス 債 務 1,210
貸 倒 引 当 金 △418 繰 延 税 金 負 債 6,889

固 定 資 産 157,955 退 職 給 付 引 当 金 2,835
有 形 固 定 資 産 110,167 預 り 保 証 金 敷 金 6,351
建 物 ・ 構 築 物 24,928 資 産 除 去 債 務 1,383
機 械 ・ 運 搬 具 11,891 そ の 他 6
工 具 器 具 ・ 備 品 740 負 債 合 計 130,553
土 地 61,081 純 資 産 の 部
リ ー ス 資 産 1,458 株 主 資 本 232,524
建 設 仮 勘 定 10,066 資 本 金 15,324
無 形 固 定 資 産 1,889 資 本 剰 余 金 15,916
投 資 そ の 他 の 資 産 45,897 資 本 準 備 金 15,913
投 資 有 価 証 券 29,382 そ の 他 資 本 剰 余 金 2
関係会社株式・関係会社出資金 14,190 利 益 剰 余 金 201,517
長 期 貸 付 金 692 利 益 準 備 金 3,731
破 産 更 生 債 権 等 39 そ の 他 利 益 剰 余 金 197,786
長 期 前 払 費 用 153 特 別 償 却 準 備 金 42
そ の 他 1,705 固定資産圧縮積立金 1,164
貸 倒 引 当 金 △265 別 途 積 立 金 171,450

繰 越 利 益 剰 余 金 25,129
自 己 株 式 △234
評 価 ・ 換 算 差 額 等 17,575
その他有価証券評価差額金 17,575
純 資 産 合 計 250,099

資 産 合 計 380,653 負 債 純 資 産 合 計 380,653
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損 益 計 算 書
（平成
平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
　

科 目 金 額
売 上 高
完 成 工 事 高 157,905
製 品 売 上 高 50,109
開 発 事 業 等 売 上 高 33,757 241,772

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価 136,789
製 品 売 上 原 価 37,243
開 発 事 業 等 売 上 原 価 22,647 196,681

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益 21,115
製 品 売 上 総 利 益 12,865
開 発 事 業 等 総 利 益 11,110 45,091

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 14,608
営 業 利 益 30,483

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,257
不 動 産 賃 貸 収 入 156
そ の 他 132 1,546

営 業 外 費 用
支 払 利 息 6
手 形 売 却 損 0
前 受 金 保 証 料 24
不 動 産 賃 貸 経 費 52
為 替 差 損 9
そ の 他 12 106
経 常 利 益 31,924

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 113
投 資 有 価 証 券 売 却 益 348 461

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 290
関 係 会 社 株 式 評 価 損 92
独 占 禁 止 法 関 連 損 失 引 当 金 繰 入 額 1,225
減 損 損 失 38
厚 生 年 金 基 金 解 散 損 失 815
そ の 他 2 2,464
税 引 前 当 期 純 利 益 29,920
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 9,430
法 人 税 等 調 整 額 △84 9,346
当 期 純 利 益 20,574
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株主資本等変動計算書
（平成
平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
　

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 そ の 他資本剰余金

資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合 計特別償却

準 備 金
固定資産
圧縮積立金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 15,324 15,913 2 15,916 3,731 67 1,165 155,450 24,698 185,111 △221 216,131
当 期 変 動 額
特別償却準備金の取崩 　 　 　 　 　 △24 　 　 24 － 　 －
固定資産圧縮積立金の取崩 　 　 　 　 　 　 △1 　 1 － 　 －
別 途 積 立 金 の 積 立 　 　 　 　 　 　 　 16,000 △16,000 － 　 －
剰 余 金 の 配 当 　 　 　 　 　 　 　 　 △4,168 △4,168 　 △4,168
当 期 純 利 益 　 　 　 　 　 　 　 　 20,574 20,574 　 20,574
自 己 株 式 の 取 得 　 　 　 　 　 　 　 　 　 － △12 △12
株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額（純額） 　 　 　 　 　 　 　 　 　 － 　 －

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － △24 △1 16,000 431 16,405 △12 16,392
当 期 末 残 高 15,324 15,913 2 15,916 3,731 42 1,164 171,450 25,129 201,517 △234 232,524

　
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 17,192 17,192 233,323
当 期 変 動 額
特別償却準備金の取崩 　 － －
固定資産圧縮積立金の取崩 　 － －
別 途 積 立 金 の 積 立 　 － －
剰 余 金 の 配 当 　 － △4,168
当 期 純 利 益 　 － 20,574
自 己 株 式 の 取 得 　 － △12
株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額（純額） 382 382 382

当 期 変 動 額 合 計 382 382 16,775
当 期 末 残 高 17,575 17,575 250,099
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連結計算書類に係る会計監査報告
　

独立監査人の監査報告書
平成29年５月16日

株式会社ＮＩＰＰＯ
　取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 梅 村 一 彦 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 宮 山 高 路 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ＮＩＰＰＯの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの
連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について
監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示する
ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ
る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人
に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実
施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人
の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適
切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討する
ことが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社ＮＩ
ＰＰＯ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告
　

独立監査人の監査報告書
平成29年５月16日

株式会社ＮＩＰＰＯ
　取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 梅 村 一 彦 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 宮 山 高 路 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ＮＩＰＰＯの平成28年４月１日から平成29年３月31日
までの第116期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属
明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明
することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を
策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統
制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め
全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告
　

監 査 報 告 書
　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第116期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監
査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容
（1）監査役会は、当期の監査方針、各監査役の職務分担等を定め、各監査役から監査の実施状況および結
果について報告を受けるほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査方針、職務分担等に従い、
取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努め
るとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社および主要な事業所において業
務および財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役および監査役等
と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社およびその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するために必要な
ものとして会社法施行規則第100条第１項および第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容および当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役および使用
人等からその構築および運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「会計監査人の職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計
審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　 以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およびその附属明細書ならびに連結計算書類
（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について検討いた
しました。
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２．監査の結果
　（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容および取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。なお、事業報告記載の独占禁止法違反事件については、再発防止策の実施と法令遵守および
企業倫理の一層の強化・徹底に努めていくことを確認してまいります。

　（2）計算書類およびその附属明細書の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

　（3）連結計算書類の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

平成29年５月17日
株式会社ＮＩＰＰＯ 監査役会
常勤監査役 傍 田 明 夫 ㊞
常勤監査役 吉 田 泰 麿 ㊞
常勤監査役 吉 村 泰次郎 ㊞
監 査 役 石 田 祐 幸 ㊞

（注） 常勤監査役吉田泰麿および監査役石田祐幸は、社外監査役であります。
　

以 上
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株主総会参考書類
　
第１号議案　剰余金処分の件
　 剰余金処分につきましては、次のとおりといたしたいと存じます。
　 １．期末配当に関する事項

第116期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等を勘案いたしまして以下
のとおりといたしたいと存じます。

　 ① 配当財産の種類
　 金銭
　 ② 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額
　 当社普通株式１株につき金35円（普通配当35円）
　 総額4,168,326,645円
　 ③ 剰余金の配当が効力を生じる日
　 平成29年６月26日
　
　 ２．その他の剰余金の処分に関する事項

内部留保につきましては、将来の事業展開に備えた経営基盤の強化を図るため、次のとおりといたし
たいと存じます。

　 ① 増加する剰余金の項目とその額
　 別途積立金 16,000,000,000円
　 ② 減少する剰余金の項目とその額
　 繰越利益剰余金 16,000,000,000円
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第２号議案　取締役10名選任の件
　 現在の取締役全員（９名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となります。
　 つきましては、取締役10名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　 取締役候補者は、次のとおりであります。
　

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位 お よ び 担 当
な ら び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社 の
株式の数

１

水　島　和　紀
みず しま かず のり

（昭和21年１月14日）

昭和43年４月 当社入社
平成13年４月 当社関東第二支店長
平成15年６月 当社取締役
平成16年４月 当社東北支店長
平成16年６月 当社執行役員
平成19年６月 当社常務執行役員
平成20年６月 当社専務取締役、専務執行役員
平成21年６月 当社代表取締役社長、執行役員社長
平成26年６月 当社代表取締役会長（現任）

5,039株

【取締役候補者とした理由】
企業経営に関する高い見識と豊富な経験を有するとともに、職務の執行について善管注意義務・
忠実義務を適切に果たし、リーダーシップを発揮して当社ならびに当社グループの持続的成長と
企業価値の向上に貢献する資質を有していると認められるため。

２

岩　田　裕　美
いわ た ひろ み

（昭和24年11月21日）

昭和48年４月 当社入社
平成16年４月 当社環境営業部長
平成18年４月 当社ＰＦＩ推進部長
平成19年４月 当社中部支店長
平成19年６月 当社執行役員
平成24年４月 当社常務執行役員
平成25年６月 当社取締役、常務執行役員
平成26年６月 当社代表取締役社長、執行役員社長（現任）

1,000株

【取締役候補者とした理由】
企業経営に関する高い見識と豊富な経験を有するとともに、職務の執行について善管注意義務・
忠実義務を適切に果たし、リーダーシップを発揮して当社ならびに当社グループの持続的成長と
企業価値の向上に貢献する資質を有していると認められるため。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位 お よ び 担 当
な ら び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社 の
株式の数

３

髙　橋　章　次
たか はし あき つぐ

（昭和29年10月18日）

昭和54年４月 日本石油株式会社入社
平成15年４月 新日本石油株式会社総合企画部副部長

政策室長
平成22年４月 ＪＸホールディングス株式会社

執行役員統合推進部長
平成24年６月 ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社取締役、常務執行

役員
平成26年６月 当社取締役、専務執行役員

開発事業部、ＰＦＩ推進部 管掌
平成28年６月 当社代表取締役、執行役員副社長

営業第二本部長 ＰＦＩ推進部 管掌（現任）

1,000株

【取締役候補者とした理由】
企業経営に関する高い見識と豊富な経験を有するとともに、職務の執行について善管注意義務・
忠実義務を適切に果たし、リーダーシップを発揮して当社ならびに当社グループの持続的成長と
企業価値の向上に貢献する資質を有していると認められるため。

４

吉
よ し か わ よ し か ず
川 芳 和

（昭和30年７月６日）

昭和54年４月 当社入社
平成24年４月 当社執行役員北海道支店長
平成27年４月 当社常務執行役員建築事業統括部長
平成27年６月 当社取締役、常務執行役員

総合技術部、エンジニアリング部、建築事業統括部
（＊）、海外支店 管掌
＊平成28年4月より建築事業企画室、建築部に改
組。

平成28年６月 当社代表取締役、常務執行役員
技術本部長、建築事業本部長、開発事業本部長
環境安全・品質保証部、海外支店 管掌（現任）

3,000株

【取締役候補者とした理由】
企業経営に関する高い見識と豊富な経験を有するとともに、職務の執行について善管注意義務・
忠実義務を適切に果たし、リーダーシップを発揮して当社ならびに当社グループの持続的成長と
企業価値の向上に貢献する資質を有していると認められるため。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位 お よ び 担 当
な ら び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社 の
株式の数

５

馬　場　義　雄
ば ば よし お

（昭和31年１月７日）

昭和53年４月 当社入社
平成20年４月 当社工事部長
平成24年４月 当社執行役員九州支店長
平成27年４月 当社常務執行役員合材部長
平成28年４月 当社常務執行役員
平成28年６月 当社取締役、常務執行役員

舗装事業本部長 購買室 管掌（現任）

1,000株

【取締役候補者とした理由】
当社の中核事業である工事、合材事業に精通しており、また、職務の執行について善管注意義務・
忠実義務を適切に果たし、当社ならびに当社グループの持続的成長と企業価値の向上に貢献する
ための資質を有していると認められるため。

６

宮　崎　匡　弘
みや ざき まさ ひろ

（昭和32年１月12日）

昭和54年４月 当社入社
平成25年４月 当社執行役員関東第二支店長
平成28年４月 当社常務執行役員
平成28年６月 当社取締役、常務執行役員

営業第一本部長
平成29年４月 当社取締役、常務執行役員

営業第一本部長、営業第一部長（現任）

1,348株

【取締役候補者とした理由】
当社の本・支店の営業活動全般に精通しており、また、職務の執行について善管注意義務・忠実
義務を適切に果たし、当社ならびに当社グループの持続的成長と企業価値の向上に貢献するため
の資質を有していると認められるため。

７

橋　本　祐　司
はし もと ゆう じ

（昭和31年８月24日）

昭和54年４月 当社入社
平成18年４月 当社企画部長
平成26年４月 当社執行役員企画部長
平成28年４月 当社常務執行役員
平成28年６月 当社取締役、常務執行役員

企画部、人事部、総務部、経理部、内部統制部 管掌
平成29年４月 当社取締役、常務執行役員

管理本部長 企画部 管掌（現任）

2,000株

【取締役候補者とした理由】
当社の経営企画業務全般に精通しており、また、職務の執行について善管注意義務・忠実義務を
適切に果たし、当社ならびに当社グループの持続的成長と企業価値の向上に貢献するための資質
を有していると認められるため。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位 お よ び 担 当
な ら び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社 の
株式の数

８

※川　田
かわ だ

　順
じゅん
　一
いち

（昭和30年９月26日）

昭和53年４月 日本石油株式会社入社
平成19年６月 新日本石油株式会社 執行役員
平成22年４月 ＪＸホールディングス株式会社

取締役、常務執行役員
平成27年６月 同社取締役、副社長執行役員
平成29年４月 ＪＸＴＧホールディングス株式会社

取締役、副社長執行役員
社長補佐 秘書部、総務部、法務部 管掌(現任)

0株

【取締役候補者とした理由】
ＪＸＴＧホールディングス株式会社の取締役、副社長執行役員として企業経営等に関する豊富な
知見と経験を有し、また、一般社団法人日本経済団体連合会等での活動を通じて、企業関係法制、
コーポレートガバナンスに関する事項にも広く精通しており、当社の様々な経営課題に対する大
所高所からの貴重な指導・助言を通じ、当社ならびに当社グループの持続的成長と企業価値の向
上に貢献することが期待されるため。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位 お よ び 担 当
な ら び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社 の
株式の数

９

木　村
き むら

　 孟
つとむ

（昭和13年３月８日）

昭和36年４月 当社入社
昭和40年６月 当社退社

東京工業大学理工学部 助手
昭和57年３月 同大学工学部 教授
平成５年10月 同大学 学長
平成９年10月 ケンブリッジ大学招聘研究員
平成10年３月 東京工業大学 定年退官

同大学 名誉教授
平成10年４月 学位授与機構 機構長
平成21年３月 独立行政法人大学評価・学位授与機構

任期満了退職
平成21年４月 文部科学省顧問

独立行政法人大学評価・学位授与機構
特任教授

平成24年９月 当社顧問
平成27年３月 文部科学省 退職
平成27年４月 独立行政法人大学評価・学位授与機構顧問
平成27年６月 当社取締役（現任）
平成28年４月 独立行政法人大学改革支援・学位授与機構

顧問（現任）

1,000株

【社外取締役候補者とした理由】
土木工学、土質工学を専門とし、東京工業大学において長く教育・研究に携わり、また同大学の
学長を務めるなど、高度の専門知識と大学経営における豊富な経験を有していることから、当社
経営に対して有益な指導・助言を行い、客観的かつ公正な立場で経営の監督を行う相当程度の知
見を有していると認められるため。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位 お よ び 担 当
な ら び に 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社 の
株式の数

10

※上　田　宗　央
うえ だ むね あき

（昭和23年１月１日）

昭和46年４月 ブリストルマイヤーズ株式会社入社
昭和58年８月 株式会社テンポラリーセンター入社
昭和63年１月 株式会社パソナ

常務取締役国際事業部長 兼 事業開発部長 兼
株式会社パソナアメリカ 代表取締役社長

平成12年６月 株式会社パソナ 代表取締役社長
平成16年10月 株式会社プロフェッショナルバンク

代表取締役社長
平成19年４月 同社 代表取締役会長（現任）
平成21年10月 株式会社アッチェ 代表取締役社長
平成23年６月 同社 非常勤取締役（現任）

ＩＴホールディングス株式会社 社外監査役
平成28年７月 ＴＩＳ株式会社 社外監査役（現任）

2,000株

【社外取締役候補者とした理由】
株式会社パソナをはじめとする企業の経営を通じ、会社トップとしての豊富な知見と経験を有し
ており、建設業界以外の視点に立った経営に対する有益な指導・助言を行い、客観的かつ公正な
立場で経営の監督を行う相当程度の知識を有していると認められるため。

　

（注） １．※は新任取締役候補者であります。
　 ２．各候補者と当社との間には、特別な利害関係はありません。

３．取締役候補者川田順一氏、取締役候補者木村孟氏、同じく上田宗央氏が選任された場合には、当
社は当該三氏との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任について、法令に定める最低限度
額を限度とする責任限定契約をそれぞれ締結する予定です。

　 ４．木村孟氏および上田宗央氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役候補者であります。
　 ５．社外取締役候補者木村孟氏について

　a.木村孟氏の当社社外取締役就任期間は本総会終結の時をもって２年となります。
　b.当社は、同氏を東京証券取引所、札幌証券取引所の規程に定める独立役員として、各取引所に届
け出ており、同氏が取締役に再任され就任した場合には、独立役員の届出を継続いたします。

　c.同氏は、平成10年4月から平成21年3月まで独立行政法人大学評価・学位授与機構(現 独立行政
法人大学改革支援・学位授与機構)の機構長を務めておりました。当社は同機構に対して平成13年
より平成29年まで学術研究助成を目的とした寄附を行っておりますが、その額は僅少であります。

　d.当社における一連の独占禁止法違反事件につきまして、同氏は平成27年６月の取締役就任時まで
当該事実を認識しておりませんでしたが、就任後は法令遵守の視点に立った提言を行い、当該事実
の徹底した調査および再発防止を指示するなど、その職責を果たしております。

　 ６．社外取締役候補者上田宗央氏について
　 当社は、同氏が取締役に選任され就任した場合には、東京証券取引所、札幌証券取引所の規程に
定める独立役員として、各取引所に届出をする予定です。
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第３号議案　監査役４名選任の件
　 本総会の終結の時をもって、常勤監査役傍田明夫氏および吉田泰麿氏、監査役石田祐幸氏は任期満了となり
　ます。
　 つきましては、新任監査役候補２名を含む、監査役４名の選任をお願いしたいと存じます。
　 なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
　 監査役候補者は、次のとおりであります。
　

候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位および重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株式の数

１

吉　田　泰　麿
よし だ やす まろ

（昭和31年８月11日）

昭和55年４月 日本石油株式会社入社
平成15年４月 新日本石油株式会社経理部副部長
平成18年４月 同社内部統制プロジェクト室長
平成22年７月 ＪＸ日鉱日石エネルギー株式会社経理部長
平成25年６月 当社常勤監査役（現任）

1,000株

【社外監査役候補者とした理由】
日本石油株式会社（当時）入社以降、経理部門および内部統制部門を担当し、財務および会計等
に関する豊富な識見を有しており、監査役としての職務を適切に遂行する資質を有していると認
められるため。

２

※神　
かみ
山
やま

誠
まこと
　

（昭和30年９月22日）

昭和54年４月 当社入社
平成20年４月 当社中部支店総務部長
平成24年４月 当社内部統制部長
平成29年４月 当社法務部理事（現任）

0株

【監査役候補者とした理由】
当社入社以降、経理部門および内部統制部門を担当し、財務および会計等に関する豊富な識見を
有しており、監査役としての職務を適切に遂行する資質を有していると認められるため。

３

石　田　祐　幸
いし だ ゆう こう

（昭和19年５月27日）

昭和45年４月 経済企画庁入庁
平成７年６月 経済企画庁長官官房企画課長
平成８年７月 国土庁長官官房審議官
平成11年７月 参議院総務委員会調査室長
平成13年７月 参議院財政金融委員会調査室長
平成16年８月 日本生活協同組合連合会
平成20年１月 株式会社伊藤園顧問
平成21年６月 当社監査役（現任）

0株

【社外監査役候補者とした理由】
参議院総務および財政金融委員会の調査室長を経験し、豊富な経験と専門的な知識を活かし、監
査役として客観的かつ公正な立場で取締役の職務の執行を監査するための資質を有していると認
められるため。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日） 略歴、地位および重要な兼職の状況

所有する
当 社 の
株式の数

４

※苫 米
とま べ

地　
ち
邦
くに
男
お

（昭和25年８月18日）

昭和44年４月 札幌国税局入局
平成12年７月 芝税務署副署長
平成17年７月 東京国税局総務部考査課長
平成19年７月 東京国税局課税第一部課税総括課長
平成21年７月 東京国税局調査第二部長
平成23年８月 苫米地税理士事務所開業
平成28年９月 工藤建設株式会社社外監査役(現任)
平成28年12月 扶桑電通株式会社社外取締役(監査等委員)(現任)

0株

【社外監査役候補者とした理由】
東京国税局調査第二部長を経験し、豊富な経験と税務全般の専門知識を活かし、監査役として客
観的かつ公正な立場で取締役の職務の執行を監査するための資質を有していると認められるため。

　

（注） １．※は新任監査役候補者であります。
　 ２．各候補者と当社との間には、いずれも特別な利害関係はありません。

３．常勤監査役候補者の吉田泰麿氏、神山誠氏、監査役候補者の石田祐幸氏、苫米地邦男氏が選任され
た場合には、当社は、当該四氏との間で、会社法第423条第1項の損害賠償責任について、法令に
定める最低限度額を限度とする責任限定契約をそれぞれ締結する予定です。

４．吉田泰麿氏、石田祐幸氏および苫米地邦男氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役候補者
であります。

　 ５．社外監査役候補者吉田泰麿氏について
a.吉田泰麿氏の当社社外監査役就任期間は本総会終結の時をもって４年となります。
b.当社における一連の独占禁止法違反事件につきまして、同氏は違反行為が判明するまで当該事実
を認識しておりませんでしたが、日頃から取締役会等において法令遵守の視点に立った提言を行っ
ております。違反行為の判明後は、当該事実の徹底した調査および再発防止に向けた取り組みの提
言を行うなど、その職責を果たしております。

　 ６．社外監査役候補者石田祐幸氏について
a.石田祐幸氏の当社社外監査役就任期間は本総会終結の時をもって８年となります。
　b.当社は、同氏を東京証券取引所、札幌証券取引所の規程に定める独立役員として、各取引所に届け
出ており、同氏が監査役に再任され就任した場合には、独立役員の届出を継続いたします。
c.当社における一連の独占禁止法違反事件につきまして、同氏は違反行為が判明するまで当該事実
を認識しておりませんでしたが、日頃から取締役会等において法令遵守の視点に立った提言を行っ
ております。違反行為の判明後は、当該事実の徹底した調査および再発防止に向けた取り組みの提
言を行うなど、その職責を果たしております。

　 ７．社外監査役候補者苫米地邦男氏について
a.当社は、同氏が監査役に選任され就任した場合には、東京証券取引所、札幌証券取引所の規程に定
める独立役員として、各取引所に届出をする予定です。
b.当社は、平成24年９月より平成29年５月まで、同氏を非常勤の顧問税理士として業務を委嘱して
おりましたが、その額は僅少であります。

　 以 上
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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〈会場のご案内〉
　

会場 東京都中央区八重洲一丁目2番16号
ＴＧビル別館６Ｆ ホール６Ａ
電話（03）3563－6751（代表）

　

　
〈交通のご案内〉
　 ① ＪＲ東京駅（日本橋口）より徒歩４分
　 ② 東京メトロ銀座線・東西線 日本橋駅（Ａ１口）より徒歩１分
　 ③ 東京メトロ銀座線・半蔵門線 三越前駅（Ｂ５口）より徒歩３分
　 <お願い> お車でのご来場はご遠慮ください。

事業報告書 2017年05月25日 21時32分 $FOLDER; 44ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）




